
奈良先端科学技術大学院大学連携事業補助金交付要綱 

 (趣旨) 

第 1 条 この要綱は、生駒市と国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学が締結する包括

連携協定の目的達成に向けて実施される連携事業等に対して予算の範囲内で補助金を交

付することに関し、生駒市補助金等交付規則（平成 20年 10月生駒市規則第 19号、以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、奈良先端科学技術大学院大学(以下「補助対象者」

という。)とする。 

 

(補助の対象事業) 

第３条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、補助対象者が

当該年度に実施する事業であり、次に掲げる要件のいずれかを満たす事業とする。 

(1)本市の産官学連携事業の推進等に資する事業 

(2)包括連携協定に基づく連携・協力事業 

(3)その他市長が必要と認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、補助の対象としない。 

(1) 特定の政治的又は宗教的活動を目的とする事業 

(2) 本市による補助金、助成金、負担金等を受けている事業 

(3) 特定の法人及び個人の利益を追求するための事業 

(4) 前号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める事業 

 

(補助対象経費) 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業の実施に直接関係する、事業実施年の４月１日以降実績報告書提出日以前に支出した

経費で、別表のとおりとする。 

 

(補助金の額) 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の総額に２分の１を乗じて得た金額とする。ただし、

補助対象事業の実施年度の前年度のふるさと生駒応援寄附への寄附額のうち、奈良先端

科学技術大学院大学への活用を選択した寄附受入れ額の２分の１を乗じた額を上限とす

る。 

２ 補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

  

(補助金交付申請) 



第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、奈良先端科学技

術大学院大学連携事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、補助

対象事業実施前までに市長に提出しなければいけない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 事業収支予算書又はこれに代わる書類 

(3) その他市長が必要とするもの 

２ 前項の規定による申請書の提出に当たっては、補助金に係る消費税等仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金

額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定による地方消費税の税率を乗じて得た

額の合計額をいう。以下同じ。）の相当する額を減額して申請しなければならない。ただ

し、申請時に消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ 市長は、申請内容に不備があると認めるときは、申請者に、その補正を求めることがで

きる。 

 

(補助金交付決定及び通知) 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

を交付すべきものと認めるときは、速やかに補助金の交付を決定し、当該申請者に奈良先

端科学技術大学院大学連携事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により通知するもの

とする。この場合において、市長が、補助金の交付の目的を達成するために必要があると

認めるときは、条件を付すことができる。 

２ 市長は、前項の規定による交付の決定を行うにあたっては、前条第２項本文の規定によ

り補助金に係る消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して補助金の交付申請がなさ

れたものについては、審査の上、適当と認めたときは、当該消費税等仕入控除税額を減額

して交付の決定を行うものとする。 

３ 市長は、補助金を交付することが適当でないと認めるときは、速やかにその旨を申請者

に通知するものとする。 

 

(事業内容等の変更) 

第８条 前条第１項の規定による通知を受けた者 (以下「補助事業者」という。)は、交付決

定の内容について変更(市長が定める軽微な変更を除く。)の承認を受けようとするとき

は、奈良先端科学技術大学院大学連携事業補助金変更交付申請書（様式第４号）に、その

内容がわかる書類を添えて市長に提出し、あらかじめ市長の承認を受けなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、これを審査するとともに、承

認すべきものと認めるときは、奈良先端科学技術大学院大学連携事業補助金変更交付決



定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 

(申請の取下げ) 

第９条 補助事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、補助金の交

付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日の翌日から起算して１４日

以内にその旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。 

 

(概算払) 

第１０条 市長は、補助金の交付の決定をした場合において、必要があると認めるときは、

補助金の概算払をすることができる。 

２ 前項の規定により、補助金の概算払いを受けようとする補助事業者は、奈良先端科学技

術大学院大学連携事業補助金概算払請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならな

い。 

 

（指示及び検査） 

第１１条 市長は補助事業者に対し、遂行状況についての報告を求め、必要な指示をし、奈

良先端科学技術大学院大学連携事業補助金遂行状況報告書（様式第７号）、帳簿等の検査

を行うことができる。 

 

(実績報告) 

第１２条 補助事業者は、補助事業を完了した日から起算して３０日を経過した日または補

助金の交付の決定を受けた年度の３月１５日のいずれか早い日までに奈良先端科学技術

大学院大学連携事業補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて市長に報

告しなければならない。  

(1) 収支決算書(様式第９号) 

(2) 領収書等及び契約書の写し 

(3) その他市長が必要とするもの 

２ 補助事業者は、前項の規定による実績報告を行うにあたって、当該補助金に係る消費税

等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなけ

ればならない。 

 

(額の確定) 

第１３条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合において実績報告書等の書類審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合する

と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、奈良先端科学技術大学院大学連携事業



補助金額確定通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

(補助金の請求及び交付) 

第１４条 前条の規定による通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようとすると

きは、奈良先端科学技術大学院大学連携事業補助金交付請求書（様式第１１号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は前項の規定による請求があったときは、補助事業者に対し補助金を交付するもの

とする。 

 

(精算) 

第１５条 市長は前条第１項の規定による請求を受けたときは、第１０条第１項の規定によ

り概算払をした金額がある場合にはこれを精算して交付する。 

 

(交付決定の取消し) 

第１６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（1） 偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき 

（2） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（3） 第７条の規定により市長が付した条件に違反したとき。 

（4） 第１１条の規定による市長の指示に従わなかったとき、又は検査を拒み、忌避し、

若しくは妨げたとき。 

（5） 法令等又は法令等に基づく市長の処分に違反したとき。 

（6） 規則第４条の２各号に掲げる者に該当することが判明したとき。 

 

(補助金の返還) 

第１７条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合には、当該取消

しに係る部分に関し既に交付した補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（財産の処分の制限等）  

第１８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得

財産」という｡)については、市長の承認を受けないで、処分（補助の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう。以下同じ。）をし

てはならない。 

２ 補助事業者は、取得財産については、補助事業の完了後においても、善良な管理者

の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。  

３ 市長の承認を受けて取得財産を処分することにより、収入があったときは、市長は



補助事業者に対し、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。 

 

(施行の細目) 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

この要綱は、令和８年６月１日から施行する。 

(この要綱の失効) 

 この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

  



別表(第４条関係) 

対象経費 

区分 経費の種類 

報償費  外部講師、専門家、協力者等に係る謝金・旅費等 

旅費 協力者等への交通費 

ただし、公共交通機関の実費相当額を対象とする。 

消耗品費 事務用品費や原材料費、資料など取得単価２万円未満（税

込）の物品。食糧にかかる経費は対象外であるが、補助事

業実施に必要不可欠と認められるものに限り対象とする。 

備品購入費 事業の実施に必要不可欠な取得単価２万円以上（税込）の

物品で、複数の事業者からの見積書によって金額の妥当性

を判断できるもの。補助対象経費の２分の１以内を上限と

する。汎用性の高い備品は対象外であるが、事業実施に必

要不可欠と認められるものに限り対象とする。 

印刷製本費 チラシ、ポスター等の印刷および製本費、写真プリント代、

コピー代など 

役務費 郵便料、宅配料等の通信運搬費、手数料、保険料、広告料 

委託料 デザイン、動画作成、警備、広告費等、補助事業者では対

応できない専門的な技術、知識等が必要な業務を外部に発

注する費用（内容及び費用の内訳を明示すること）。 

使用料及び賃借料 会場借上料、物品・車両等の賃借料等 

その他の経費  上記以外の経費で市長が適当と認めるもの 

ただし、下記に掲げるものは補助対象外とする。 

(1) 交付決定日より前に支出した経費 

(2) 大学における経常的な経費（運営に係る人件費及び旅費、固定資産税、光熱水費 等） 

(3) 学費及び大学等の後援会費等の免除、減免、一部支援に係る事業 

(4) 土地及び建物の購入等に係る経費 

(5) 食糧費、接待費、会食費等の個人消費的経費 

(6) 領収書等の挙証書類が保存されていない経費 

(7) その他、補助事業の実施に直接関連のない経費 


